
- 1 - 

AI自律発明をめぐる議論の全体像 

―「製薬業界の要望」言説の検証と、 

論点 A（AI生成成果の特許保護）・論点 B（AIの発明者適格）の切り分け― 

2026 年 10 月 22 日 

Claude Opus 5.5 

凡例 本文中の【事実】は一次資料・報道等で確認した事項、【分析】は本レポートによる評価・推論を

示す。上付きの番号は文末の参考文献に対応する。本文を直接確認できなかった資料は、参考文献欄に

「本文未確認」と付記した。 

要旨 

1. 言説の出典は実在するが、日本の議論の代表とするのは誇張である。出典は、特許庁委託の

令和 7 年度調査研究の企業ヒアリング（11 者中、製薬 2 者。匿名）で示された一意見であ

り、2026 年 6 月 16 日の第 56 回特許制度小委員会に報告され、日刊薬業が報じた[1,2]。同じ

調査で保護に積極的な企業は 4 者、保護すべきでないとする企業も 4 者で拮抗し、電機・情

報通信企業は海外 AI 企業による特許の大量取得を懸念して反対した[2]。製薬協（日本製薬

工業協会）の組織的な要望としては確認できない。 

2. 論点 B（AI を発明者として認めるか）は、国内外ともほぼ決着している。日本では DABUS

事件で、東京地裁・知財高裁が「発明者は自然人に限る」と判断し[3,4]、最高裁第二小法廷

が 2026 年 3 月 4 日付の決定で上告を退けたことで確定した[2,5]。米・英・欧・独・スイス・

豪・韓も同じ結論であり、例外は方式審査のみで登録した南アフリカに限られる。 

3. 現在の論点は論点 A（AI が生み出した成果をどう保護するか）であり、製薬企業の要望も A

に当たる。AIを発明者にしなくても、人間の関与の評価や権利帰属の特則で成果を保護する

制度は設計できる。ただし政府（知的財産推進計画 2026）は「引き続き検討」にとどまり、

法改正や審査基準改訂の方針は示していない[6]。 

1 前提の検証：誰が・どこで・いつ・何を言ったか 

1.1 確認できた事実【事実】 
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・ 報道：日刊薬業（じほう）2026 年 6 月 16 日付「『AI 自律発明も特許法で保護を』製薬企業

が意見、特許庁が小委に報告」。リード文は、特許庁が同日の産業構造審議会知的財産分科

会特許制度小委員会で、AI 自律発明を特許法で保護することの是非や、AI を発明者とすべ

きかといった課題に関して報告した旨を伝える[1]。本文は会員限定で未確認。 

・ 場：第 56 回特許制度小委員会（2026 年 6 月 16 日）。議題の一つが「AI 技術の発達を踏ま

えた特許制度上の適切な対応について」であった[7]。議事録によれば、事務局は後述の調査

研究の結果として AI 自律発明の保護について業種により意見が分かれたことを報告し、引

き続き調査・検討が必要と整理された[8]。 

・ 元資料：特許庁「令和 7 年度 産業財産権制度問題調査研究報告書 AI 発明の保護に関する調

査研究報告書」（2026 年 3 月、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）[2]。 

－ ヒアリングは 2025 年 6〜9 月に実施。対象は自動車 2、電機・情報通信 4、電子機器 1、

製薬 2、化学 1、研究機関 1 の計 11 者。 

－ AI自律発明を特許法上の「発明」として認め保護する必要があると積極的に答えたのは

4 者、保護すべきでないと答えたのも 4 者。「AI 自律発明か否かを判別できないため保

護せざるを得ない」という回答は、積極的な 4 者の集計から除外されている。 

－ 製薬の意見（報告書による要約）：人が関与せず AI が医薬品化合物等を創出した場合

でも、医薬品として完成させるには莫大な投資と実験が必要であり、AI自律発明が保護

されなければ投資回収の機会を失う、という懸念。 

－ 反対の意見：電機・情報通信企業は、AI自律発明に特許を付与すると、資金力のある海

外 AI 開発企業が膨大な数の特許を取得し、日本企業の脅威となり得ると指摘。 

－ 報告書は「業種によって意見に差異が見られた」と総括している。 

1.2 評価【分析】 

「製薬企業から保護を求める意見が示された」こと自体は事実である。ただし、これを日本の議

論の代表とするには次の点で無理がある。 

・ 発言主体：匿名の個別企業 2 者であり、業界団体の公式見解ではない。 

・ 反対意見の存在：同じ調査で同数の反対がある[2]。 

・ 製薬協の公表文書に見当たらない：製薬協「政策提言 2025」は、「AI デジタル関連発明」

の審査基準の作成・更新に際して、産業分野ごとに AI 利用の目的や効果が異なることへの

考慮を求めるにとどまる[9]。知的財産推進計画 2026 に向けた製薬協の提出意見の柱も、AI

関連発明に関する審査基準の国際的調和、医薬品データ保護制度の法制化、産学連携におけ
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る対価算定の適正化、DSI・PABS であり、AI 自律発明の保護要求は含まれていない（二次

資料による整理）[10]。 

・ 過去の業界の声はむしろ逆方向：令和 5 年度調査研究を報じた薬事日報によれば、製薬・バ

イオ関係者は、AIが予測しただけの発明に特許が認められると製薬企業にとってデメリット

が大きいとして、保護の在り方の見直しに否定的だった[11]。 

以上から、製薬業界の立場は二面的と解される。自社が多額の投資をした成果は保護してほしい

一方、他者が AI で予測しただけの化合物が権利化されたり公知化されたりするのは困る、とい

うものである。 

2 論点 A・論点 Bの整理 

2.1 二つの論点の定義 

・ 論点 A：AIが生み出した成果を特許で保護すること 人間の寄与が小さい（または発明者を

特定できない）AI生成発明を、特許で保護すべきか、どう保護するか。現行法で人間を発明

者として出願できる範囲（発明者認定基準）、保護の空白の有無、出願人・権利帰属の設計、

進歩性・記載要件への波及を含む。 

・ 論点 B：AI 自体を発明者として認めること AI を願書の発明者として記載することを認め

るか。権利能力（法人格）、特許を受ける権利の帰属、発明者名誉の問題を含む。 

2.2 主体・法域ごとの立場 

主体・法域 論点 A：AI生成成果の特許保護 
論点 B：AIの発明者

適格 
根拠（日付） 

製薬企業 2 者（令和 7
年度調査） 

肯定（投資回収） 主張なし（A のみ） 調査報告書 2026 年 3 月[2] 

電機・情報通信企業
（同） 

否定（海外 AI 企業による特許独
占の懸念） 

主張なし 同上 

製薬・バイオ関係者
（令和 5 年度調査） 

AI 予測だけの出願の権利化には
否定的 

― 薬事日報 2024 年 4 月[11] 

国内企業アンケート
（令和 5 年度、有効回
答 41 者） 

AI 自律発明に特許を付与すると
問題が生じる「おそれがある」33
者、「おそれはない」7 者 

― 調査結果 2024 年 3 月[12] 

有識者 5 名（令和 7 年
度調査） 

2 条 1 項の「発明」に AI 自律発
明を含める解釈は可能。明示的に
除外する改正はしない方がよい 

自然人限定の維持に
特段の異論なし 

調査報告書 2026 年 3 月[2] 
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主体・法域 論点 A：AI生成成果の特許保護 
論点 B：AIの発明者

適格 
根拠（日付） 

日本・裁判所
（DABUS） 

判断せず（「発明」該当性は判断
回避） 

否定（発明者は自然
人） 

地裁 2024.5.16／高裁
2025.1.30／最高裁
2026.3.4 上告退け[3–5] 

日本政府（推進計画
2026） 

「引き続き検討」 自然人を前提 2026 年 6 月[6] 

米国（USPTO・
CAFC） 

人間の着想（conception）があれ
ば保護 

否定 
Thaler v. Vidal 
2022.8[13]、改訂ガイダン
ス 2025.11[14] 

欧州（EPO 審判部） 
AI 生成発明も特許対象と「主張
し得る」と言及（傍論。審判部自
身は採らず） 

否定（法的能力ある
者に限る） 

J 8/20・J 9/20 
2021.12[15,16] 

英国（最高裁） 
Thaler 本人を発明者とする構成
は判断対象外 

否定 [2023] UKSC 49[17] 

ドイツ（BGH） 
人間を発明者とし「AI に生成さ
せた」と付記して可 

否定 X ZB 5/22 2024.6.11[18,19] 

スイス（連邦行政裁判
所） 

データ提供・訓練・出力の特定を
した本人を発明者として可 

否定 
B-2532/2024 
2025.6.26[20] 

中国（CNIPA） ― 
否定（自然人と明
記） 

AI 関連発明出願指引（試
行）2024.12.31[21] 

韓国（ソウル高裁） ― 
否定（大法院に上
告、結果未確認） 

2023 ヌ 52088 
2024.5.16[22] 

オーストラリア（連邦
裁大法廷） 

― 否定 
2022.4.13、上告不許可
2022.11.11[23,24] 

南アフリカ 方式審査のみで登録 
実体判断なし（例
外） 

特許第 2021/03242 号 
2021.7.28 公告[25] 

注：PhRMA・BIO・EFPIA 等の海外製薬団体の提出意見は、今回の調査では原文を確認できていない。 

2.3 Aと Bが混同されやすい理由【分析】 

・ 制度上の連結：特許法 29 条 1 項は「発明をした者」が特許を受けることができると定め、

特許を受ける権利は発明者に原始的に帰属してから承継される（33 条・34 条、職務発明は

35 条）。このため「発明者がいない」ことが「権利の出発点がない」ことに直結し、B の否

定が自動的に A の否定に見える。知財高裁も、権利能力のない存在を発明者とする「発明」

に特許権を付与する余地はないとした[4]。 
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・ DABUS 訴訟の争い方：原告は、AI を発明者と記載すること（B）を、成果の保護（A）を

得る手段として争った。そのため判決の「否」が A・B 両方の否定と受け取られやすい。実

際には、知財高裁は、AI発明が特許法上の「発明」に含まれるかは判断するまでもないとし

て、A の前提には踏み込んでいない[4,26]。 

・ 用語の曖昧さ：「AI 発明」「AI 自律発明」という言葉が、A の対象（成果物）と B の対象

（創作主体）の両方を指して使われている。 

2.4 Aを肯定し Bを否定する制度構成【分析】 

AIを発明者にせずに成果を保護する設計は、理論上いくつか考えられる。①以外は立法が必要で

あり、日本ではまだ具体的な提案段階にない。 

4. 現行法内の運用（最も現実的）：課題設定、モデル・学習データの選択、プロンプト、出力

の選別・検証といった人間の関与を、発明の技術的特徴部分の具体化への創作的関与と評価

し、人間を発明者とする。スイス判決[20]と BGH 決定[18]はこの方向を示す。米国の 2025 年

改訂ガイダンスも、単独の人間が AI を使う場合は Pannu 要件を当てはめず、通常の着想テ

ストで判断するとした[14,27]。 

5. 権利帰属の特則：自然人の発明者がいない発明について、AIの管理者・利用者や投資者を特

許を受ける権利の原始的帰属主体とする。職務発明 35 条の法人帰属型（2015 年改正）を拡

張する発想に近い。EPO J 8/20 が傍論で、EPC52 条(1)の特許対象と 60 条(1)の権利者規定

が一致しない可能性に言及した点が理論上の接点となる（ただし同審判部はその解釈を採ら

なかった）[15]。 

6. 特別の権利（sui generis）：存続期間の短縮、登録要件の加重、実験データ添付の義務化

などを組み合わせた別制度とする。 

7. 報道された政府検討案（未確定）：日本経済新聞は 2025 年 1 月、政府が発明に使った AI の

開発者も「共同発明者」として特許権を認める検討に入ると報じた[28]。城内実内閣府特命

担当大臣は同月 17 日の記者会見で検討中であることを認め、6 月ごろの知的財産推進計画で

方向性を示すと述べた[29]。しかし、この方向は推進計画 2025・2026 の施策文言では確認で

きない[6]。 

3 日本の議論の時系列【事実】 
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時期 出来事・資料 要点 

2020 年 7 月 
特許制度小委員会「AI・IoT 技
術の時代にふさわしい特許制度
の在り方―中間とりまとめ―」 

AI コア技術について、現行制度による保護以上の見直しを
直ちに検討する必要性は低いと整理[30] 

2023 年 6 月 知的財産推進計画 2023 
AI による自律的な発明の取扱いに関する課題を、諸外国の
状況も踏まえて整理・検討すると明記[31] 

2024 年 3 月 
令和 5 年度調査研究（デロイ
ト トーマツ） 

保護の在り方を直ちに変更すべき特段の事情なし。国内で
AI 自律発明の事例は確認されず。予測のみの物について実
験データ記載を引き続き求めるべきとの意見が多数[12] 

2024 年 5 月 
内閣府「AI 時代の知的財産権
検討会 中間とりまとめ」 

AI 利用発明でも、特徴的部分の完成に創作的に寄与した者
を発明者とする従来の考え方で自然人を認定[32] 

2024 年 5 月 16
日 

東京地裁判決（令和 5 年(行ウ)
第 5001 号） 

発明者は自然人に限る。AI 発明の制度設計は立法論として
国民的議論に委ねるのが相当と付言[3,33] 

2024 年 6 月 知的財産推進計画 2024 
AI が自律的に発明の特徴的部分を完成させ得る場合の取扱
いを、技術・国際動向・ユーザーニーズを踏まえ検討[34] 

2025 年 1 月 17
日 

第 51 回特許制度小委員会 AI 関連の論点の本格審議を開始[35] 

2025 年 1 月 30
日 

知財高裁判決（令和 6 年(行コ)
第 10006 号） 

控訴棄却。「発明」概念の判断は回避し、権利能力のない
者を発明者とする出願に特許を付与する余地はないと判
示。立法論にも言及[4,36] 

2025 年 3 月 5
日 

第 52 回特許制度小委員会 

論点として①発明該当性、②発明者（人の関与があるのに
発明者不在となる事態を含む）、③引用発明適格性、④新
規性・進歩性・記載要件・当業者を提示[37]。委員の見解は
割れた[38] 

2025 年 3 月 
令和 6 年度調査研究（各国比
較） 

諸外国の制度・議論を比較し、当面は現行法の大幅な見直
しは不要と整理[39] 

2025 年 6 月 4
日 

第 54 回特許制度小委員会 
AI 自律発明であっても AI を発明者とは認めない方向を示
しつつ、「発明者」の柔軟な解釈を引き続き検討すると提
案[40] 

2025 年 6 月 知的財産推進計画 2025 
AI 関連発明を「AI モデル発明／AI 適用発明／AI 利用発明
／AI 自律発明」の 4 類型に整理[41] 

2026 年 3 月 令和 7 年度調査研究報告書 
企業 11 者ヒアリング（保護に積極 4・否定 4）と有識者 5
名による検討[2] 

2026 年 3 月 4
日 

最高裁第二小法廷決定（岡村和
美裁判長） 

DABUS 事件の上告を退け、知財高裁判決が確定。報道等
では「上告不受理」「上告棄却」と表記が分かれ、決定の
形式は未確認[2,5,26] 
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時期 出来事・資料 要点 

2026 年 6 月 知的財産推進計画 2026 
発明・発明者・引用発明適格性等を検討中と記述したうえ
で、施策は「国際的な動向を見極めつつ、引き続き検討」
[6] 

2026 年 6 月 16
日 

第 56 回特許制度小委員会 

議題「AI 技術の発達を踏まえた特許制度上の適切な対応に
ついて」で令和 7 年度調査結果を報告。業種により意見が
分かれ、引き続き調査・検討が必要と整理。日刊薬業が報
道[1,7,8] 

2026 年 8〜10
月 

第 57〜59 回特許制度小委員会
（8/20・10/7・10/14） 

議題はネットワーク関連発明・侵害抑止で、AI は議題に入
っていない[7,42,43] 

 

2026 年 10 月22 日時点で、AI 自律発明に関する法改正案、審査基準・審査ハンドブックの改訂、

発明者認定ガイドラインは、いずれも公表を確認できていない。 

4 令和 7年度調査研究：論点別の結果【事実】 

以下はいずれも同報告書による[2]。 

・ 発明者認定：企業 11 者中 8 者が、現行の発明者認定基準を変更する必要はないと回答。公

的指針を求める声は多い一方、指針で判断が厳格になり、発明者を認定できず特許を取れな

い事態を懸念する声も多かった。有識者からは、米国が詳細ガイダンスを撤回したことを踏

まえ日本で指針を作る必要性は必ずしも高くない、作るなら営業秘密管理指針のように判断

要素を列挙する形式が現実的、との指摘があった。 

・ 引用発明適格性：AI生成を理由に引用発明から除外すべきとの意見はなく、現行審査基準の

実施可能性要件で足りるとの意見が多数。化学・製薬企業からは、単にデータベース上に記

録された化合物等は引用発明とすべきでないとの意見があった。 

・ 記載要件：AI利用の開示義務は現時点では不要とする意見が多数。ただし将来は必要になり

得るとの指摘や、当業者概念の変化への懸念も示された。 

・ 先使用権：AI 自律発明の実施者にも認めるべきとの意見が多数。一方、有識者からは、79

条の「自らその発明をし」という文言の解釈には限界があり、法改正も選択肢になり得ると

の指摘があった。 

5 海外の主要動向【事実】 
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・ 米国：Thaler v. Vidal（CAFC、2022 年 8 月 5 日）は発明者を自然人に限るとし[13]、最高裁

は 2023 年 4 月に上告を受理しなかった。USPTO は 2024 年 2 月、Pannu 要件で人間の「重

要な貢献」を判断する「AI 支援発明に関する発明者ガイダンス」を公表したが[44]、2025 年

11 月の改訂ガイダンスでこれを撤回した。改訂後は、AI 支援発明に別個の基準はなく、

Pannu 要件は複数の自然人の間の共同発明者判断にのみ適用するとしている[14,27,45]。 

・ 欧州（EPO）：J 8/20・J 9/20（2021 年 12 月 21 日）は、EPC のもとで指定する発明者は法

的能力のある者でなければならないとした。一方、AI 生成発明も EPC52 条(1)の特許対象に

なり得るとの主張は成り立ち得ると傍論で言及したが、審判部自身はその解釈を採らなかっ

た[15]。審査ガイドラインも、発明者は自然人でなければならないとしている[16]。 

・ 英国：Thaler v Comptroller-General（[2023] UKSC 49、2023 年 12 月 20 日）は、1977 年

特許法の発明者は自然人でなければならず、DABUS は発明者になれないと判断した[17]。 

・ ドイツ：BGH X ZB 5/22（2024 年 6 月 11 日）は、発明者は自然人に限るとしたうえで、AI

を使って発明を見出した場合も自然人を発明者として指名することが可能かつ必要であり、

「AI に発明を生成させた」旨の付記は許容されるとした[18,19]。 

・ スイス：連邦行政裁判所 B-2532/2024（2025 年 6 月 26 日）は、AI を発明者とすることは

否定したが、AIにデータを与え、発明を認識して出願した本人を発明者として記載すること

は認めた[20]。論点 A を現行法内で解いた実例である（上訴の有無は未確認）。 

・ 中国：CNIPA「人工知能関連発明特許出願指引（試行）」（2024 年 12 月 31 日）は、特許

文書に記載する発明者は自然人でなければならず、AIシステムは発明者になれないと明記し

ている[21]。 

・ 韓国：ソウル高裁（2023 ヌ 52088、2024 年 5 月 16 日）は AI の発明者適格を否定した[22]。

大法院に上告されたが、判断の有無は未確認。 

・ オーストラリア：一審（2021 年 7 月）は AI 発明者を認めたが、連邦裁判所大法廷（2022 年

4 月 13 日）が覆し[23]、高等法院は 2022 年 11 月 11 日に上告許可申立てを退けた[24]。 

・ 南アフリカ：2021 年 7 月 28 日、DABUS を発明者とする特許第 2021/03242 号の受理が特

許公報で公告された。実体審査のない方式審査による登録であり、先例的価値は乏しいと評

価されている[25]。 

6 創薬・製薬分野に特有の事情 
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・ 保護の空白への懸念【分析】：AIによる分子生成・タンパク質設計が進むと、化合物そのも

のの着想に人間が実質的に寄与しない場面が生じ得る。そうなると製薬ビジネスの核である

物質特許が取れなくなるおそれがある。これが製薬企業の投資回収論の根拠である[2]。 

・ 現時点の実態【事実】：令和 5 年度調査では、国内で AI が自律的に発明を創作した事例は

確認されていない[12]。保護の空白は現実の問題というより将来のリスクである。 

・ より差し迫った論点【分析】：実務上は、むしろ次の 2 点が重要である。令和 5 年度・令和

7 年度調査で製薬・化学側が実験データ要求の維持やデータベース記録化合物の引用排除を

求めているのは、この防御的な関心の表れと解される[2,12]。 

－ AIが大量に生成・公開した化合物が先行技術として引用されること（新規性・選択発明

への影響） 

－ AI の予測だけで実験データのない出願が権利化されること（記載要件） 

・ 特許以外の保護手段：医薬品データ保護は日本では再審査制度（薬機法 14 条の 4）が実質的

に担っており、製薬協は独立した医薬品データ保護制度の法制化を求めている[10]。推進計画

2026 は、法制化の必要性について引き続き調査・分析するとした[6]。そのほか、モデル・学

習データ・生成ログの営業秘密管理、限定提供データ（不正競争防止法）、AIベンダーとの

契約による権利帰属の整理がある。ただし承認後の医薬品は成分が開示されるため、物質そ

のものは営業秘密で守れない。最終製品の保護を特許に代替できないことが、製薬の要望が

強くなる構造的な理由である【分析】。 

7 企業知財実務への示唆【分析】 

8. 論点 B には資源を割かない：AI を発明者と記載する出願は、日本では確定判決により認め

られず、主要国も同様である。 

9. 論点 Aは人間の創作的関与の記録で今すぐ備える：課題設定、モデル・学習データの選定、

制約条件の設計、出力の選別・合成、実験による検証について、誰がいつ何をしたかを研究

記録に残す。日本の「技術的特徴部分の具体化への創作的関与」、米国の着想テスト、スイ

ス判決のいずれにも耐える形にしておく。米国出願では、単独発明者の判断が簡素化された

一方、共同発明者の判断には Pannu 要件が残る点を意識して発明者を確定する。 

10. 外部 AI ベンダーとの契約を見直す：特化型 AI の開発者側の担当者も発明者になり得るとの

指摘がある[2]。共同研究契約で、発明者認定と権利帰属を事前に合意しておく。 



- 10 - 

11. 防御面（引用発明・記載要件）を重視する：自社出願は AI の予測だけに頼らず実験データ

を入れる。他社が AI で大量公開した文献を引用されたときに、実施可能性を欠くと反論す

る方針を整えておく。 

12. 政策提言ではAとBを分けて発信する：保護を求めるなら、「AI を発明者に」ではなく「自

然人の発明者がいない場合の権利帰属の特則」や「データ保護制度の法制化」として提案す

るのが筋が通る。電機・情報通信業界との利害対立（海外 AI 企業による大量取得の懸念）

も踏まえた制度設計が必要である。 

8 留意事項（未確認・不確実な点） 

・ 日刊薬業記事の本文は会員限定のため確認できていない。第 56 回特許制度小委員会の議事

録は事務局報告の要旨を確認したにとどまり、委員の個別発言は精査していない。 

・ 最高裁の決定（2026 年 3 月 4 日付）は、特許庁委託報告書・報道・法律事務所の解説で確

認したが、決定書そのものは確認していない。報道等では「上告不受理」「上告棄却」と表

記が分かれている。 

・ 「AI開発者を共同発明者とする政府検討」は、報道と大臣会見で検討中であることが確認で

きるのみで、正式な政策文書では確認できていない。 

・ PhRMA・BIO・EFPIA 等の海外製薬団体の提出意見、韓国大法院の判断、スイス判決の上

訴の有無は未確認である。 

・ AIの能力向上の速度と、それに伴う「当業者」水準の変化は不確実である。本レポートの分

析は 2026 年 10 月時点の制度と技術水準を前提とする。 
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